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Ⅰ　上田市立産婦人科病院新改革プランについて

1 はじめに

2 新改革プランの概要

　　　（1）　新改革プランの内容の4つの柱

① 経営効率化
1）経営指標に係る数値目標の設定
2）一般会計負担の考え方
3）目標達成に向けた具体的な取組

② 再編・ネットワーク化
1）信州上田医療センター産婦人科等との役割分担の中での連携

③ 経営形態の見直し

④ 地域医療構想を踏まえた役割の明確化

　　(2) 設定目標（6年間の目標）

① 持続可能な経営を維持する上で必要な医師、助産師の確保

④ 他会計補助金について、基準の検討

　　(3) 収支計画・財政計画
　別紙のとおり（P4～6）

3 点検・評価について

4 総合評価について

②

③

　 公立病院は、少子高齢化や医師不足等により、経営や医療提供体制の維持が非常に厳しい
環境にあります。総務省は、平成19年に公立病院改革プランの策定を義務付け、病院事業経
営の改革に取り組んできましたが、依然として医師不足等厳しい環境が継続する状況の中で、
持続可能な経営を確保しきれていない公立病院も多数あることから、平成27年に「新公立病院
改革ガイドライン」により新たな計画を策定することを求めました。
　上田市立産婦人科病院新改革プランは、このガイドラインに基づき、「経営効率化」「再編・
ネットワーク化」「経営形態の見直し」「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」の4つの視点に
立ち、経営の効率化による持続可能な病院経営を目指すものとし、平成28年度から令和2年度
までの5年間の計画として平成29年3月1日に策定しました。
　 令和3年度以降の新たなガイドラインについては、新型コロナウイルス感染症等の影響によ
り、国からの発出が延期されたことから、新たなガイドラインが示されるまでは、既存の計画を
延長し対応することとしております。
　 当改革プランは、決算状況を踏まえ、毎年、点検・評価をすることとしており、この報告は令和
2年度の実績により検証を行ったものです。

婦人科診療の充実、及び妊娠期から出産後における産後ケアを含めた持続的な医療の提供
と、関係機関との連携による子育て環境に対する継続的な取り組みの強化

　上記の4つの柱及び収支計画・財政計画について、令和2年度の実績をもとに新改革プラン策
定委員会により各項目の点検評価を行い、収支計画・財政計画の見直しを行った。

　 当地域の周産期医療を取り巻く環境は、少子化、医師不足、分娩を取り扱う医療機関の減少
等様々な課題を抱えている状況にあります。
　 令和2年度の決算では、さらなる分娩件数の減少等により医業収益が減収となったことから、
純損失の計上となり、一般会計の負担がなければ、経営が成り立たない状況にあります。
　 今後、行政単独での継続的かつ安定的な医師の確保は困難であり、また分娩件数の大幅な
増加が見込めず、厳しい経営環境が続くことが予想されることから、当院のあり方について検討
するため、令和2年10月に 「上田市立産婦人科病院運営審議会」へ諮問し、令和3年2月に専門
有識者で構成する「地域周産期医療あり方研究会」の意見を踏まえた答申をいただきました。
　 答申をしっかりと受け止め、広く市民の意見を聴きながら、当院のあり方の方針を策定し、
「地域周産期医療体制の基盤づくり」「妊娠から出産、子育てへとつながる体制づくり」に向けた
取組を進めていく必要があります。
　

適時、適正な料金設定による医業収益の確保と、収支黒字化とすることに向けた取り組み
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Ⅱ　上田市立産婦人科病院新改革プラン点検・評価について

1 公立病院改革プラン設定各目標の実績と評価　

評価

考察
　分娩件数の減少により、当期純損失の計上となった。地域が必要とする周産期医療提供体制に応じた施設
規模を見据えた中で、現在の体制を見直す必要がある。

　3）具体的取組

1.医師、助産師の確保 　常勤医師2名を確保するとともに、非常勤医師の
固定化により、診療体制の安定化を図ることができ
た。 ◎

2.施設・設備整備費抑制 　定期保守の実施による機器の延命化を行いなが
ら、耐用年数を経過した医療機器について計画的
に更新を実施した。

◎

3.病床利用率改善 　病床利用率を上げるための一般病床と新生児病
床の見直しは今後の患者動向により調整していくも
のとする。 ―

　2）一般会計負担のルール化

改革プラン設定目標 設定目標の取り組み 取組の成果等

（1）経営効率化

　　　プランP4～P9

　1）経営指標に係る数値目標

1.収支改善 　分娩件数の減少により医業収益の大幅な減収と
なったことから、経常収支比率及び医業収支比率と
もに目標を下回った。 △

　経常収支比率、医業収支比
率の改善

2.収入確保
　報酬等給与費の見直し、婦人
科診療強化による利用者の増
加、病床利用率の向上

　分娩件数の減少により収益は減収となったが、勤
務体制等の見直しにより、給与費は前年実績より約
1,800万円減少した。また、職員給与費対医業収益
比率は前年実績より約5%減少したが、目標比では
約12%の増加となった。

△

3.医療機能
　妊娠から分娩、産後ケアを含
めた医療の提供と分娩・入院・
外来件数の確保

　分娩件数は目標比98件、入院件数は目標比1,118
件の大幅な減少となった。また、外来件数は、前年
実績より98件増加したが、目標比では279件の減少
となった。

△

1.医業収入だけでは確保しきれ
ない費用負担への資金確保と
して、一般会計負担のルール
化を決定する。

　平成29年度にて財政課との協議を行い、一定の
基準により資金の確保を進めている。
　経営が大きく悪化したことも踏まえ、、経営改善に
取り組むとともに、一般会計繰入について財政課と
協議し、一定規模の予算を確保した。

○

　【評価方式】
◎　＝ 　設定目標に達した
○　＝ 　設定目標にほぼ達した
△　＝ 　設定目標に達することができなかった
×　＝ 　設定目標の実施ができなかった

職員給与費
対医業収益比率

入院数（1日）

外来数（1日）

医師1日
医業収益

看護1日
医業収益

36人 2人

501,522円 428,205円 △73,317円

99.94% 111.88% 11.94%

14人 11人 △3人

35,823円 31,719円 △4,104円

財務目標 R２年度目標 R２年度実績 比　較

34人

病床利用率 52.10% 40.80% △11.30%

財務目標 R２年度目標 R２年度実績 比　較

経常収支比率

医業収支比率

101.78% 94.90% △6.88%

68.78% 60.36% △8.42%

外来件数 10,207件 9,928件 △279件

財務目標 R２年度目標 R２年度実績 比　較

4,019件 △1,118件

分娩件数 400件 302件 △98件

入院件数 5,137件
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評価改革プラン設定目標 設定目標の取り組み 取組の成果等

考察
　信州上田医療センターとの医療連携を継続的に行うことができた。連携をさらに強化し、医療機能の再編、集
約化等により将来にわたり、安全・安心な周産期医療体制の確保に向けた取組を進めていく。

（3）経営形態の見直し

　　　プランP10

　1）指定管理、民間譲渡等への研究、検討

1.運営形態の研究と検討 　病院のあり方について、運営審議会へ諮問し、専
門的有識者で構成する「地域周産期医療あり方研
究会」の意見を反映した答申を受けた。その答申を
踏まえた方針案の策定に着手した。

◎

考察 　地域医療構想との整合性を図りながら、地域内周産期施設の役割を分担を明確化していく。

考察
　令和3年度中に答申を踏まえた方針を策定し、関係機関と協議しながら「地域周産期医療体制の基盤づくり」
「妊娠から出産、子育てへとつながる体制づくり」に向けた取組を進めていく。

（4）地域医療構想を踏ま
　　 えた役割の明確化

　　　プランP11

　1）地域医療構想を踏まえた役割の明確化

1.地域医療構想による役割の
明確化

　地域医療構想では、周産期医療についての明確
な方向性は示されていないが、地域内周産期施設
の役割分担を明確化し、地域内での分娩場所の確
保を図る。

―

（2）再編・ネットワーク化

　　　プランP9～P10

　1）信州上田医療センター産婦人科との役割分担の中での連携

1.産婦人科との役割分担の中
での連携

・産婦人科外来紹介92件
・母体搬送19件
・合同症例検討会1回

◎

　2）信州上田医療センター各科との連携

1.各診療科との連携 ・小児科連携99回
・検査科連携85件 ◎

　3）その他地域内産婦人科医療機関との連携

1.地域内医療機関との連携 　機能分担等有機的な連携は地域医療構想を踏ま
え、今後検討していく。 ―
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Ⅲ　収支計画・財政計画について

財政計画　　(平成29年度から令和3年度）

1.収益的収支計画

28年度

実績

1 ａ 421,732 461,339 370,849 314,221 312,590 309,858

(1) 301,527 327,419 257,043 220,159 221,006 230,248

82,114 89,997 61,018 61,588 68,203 63,592

26,261 26,477 16,336 16,347 16,019 18,114

193,152 210,945 179,689 142,224 136,784 148,542

(2) 95,004 105,265 90,062 75,028 72,787 60,758

24,123 25,827 25,519 19,176 20,418 22,299

9,926 10,789 10,626 7,937 8,257 9,557

60,955 68,649 53,917 47,915 44,112 28,902

(3) 25,201 28,655 23,744 19,034 18,797 18,852

20,977 23,859 19,693 15,038 15,219 14,143

1,835 2,106 1,883 2,158 1,690 2,140

2,389 2,690 2,168 1,838 1,888 2,569

2 142,298 125,613 140,891 142,075 191,567 205,385

(1) 1,566 1,660 1,356 1,093 3,872 1,100

(2) ａ’ 80,963 76,715 92,760 97,347 143,736 161,953

5,635 5,681 5,268 4,590 4,212 8,417

75,328 71,034 87,492 92,757 139,524 153,536

(3) 51,597 38,127 38,906 37,759 36,319 36,689

(4) 8,172 9,111 7,869 5,876 5,539 5,643

　患者外給食収益 0 0 0 0 0 0

　受　取　利　息 110 106 55 25 9 5

　産科医療補償保険料 7,504 7,936 6,560 5,184 4,912 5,280

　そ　　の　　他 558 1,069 1,254 667 618 358

(5) 支払基金交付金 2,101 0

(Ａ) 564,030 586,952 511,740 456,296 504,157 515,243

1 ｂ 581,915 586,089 571,246 536,259 517,894 575,997

(1) ｃ 383,515 398,375 389,713 368,046 349,732 387,423

117,532 123,580 125,918 123,005 120,181 133,014

115,599 119,013 106,836 96,789 112,320 130,854

　　　内引当金繰入 15,236 16,351 16,920 16,356 16,815 20,932

44,288 36,526 39,973 30,319 0 0

62,319 69,452 66,875 70,779 70,329 72,630

43,777 49,804 50,111 47,154 46,902 50,925

　　　内引当金繰入 2,835 3,118 3,279 3,173 3,098 3,502

(2) 34,222 33,661 26,669 22,860 25,345 28,464

　　薬   品   費 7,218 6,740 5,369 4,824 4,455 5,161

　　診療材料費 20,127 19,752 15,813 13,520 16,210 18,245

　　給食材料費 6,371 6,614 5,055 4,374 4,380 4,658

506 555 432 142 300 400

(3) 78,636 93,525 95,862 87,543 88,960 108,321

135 83 62 29 2,350 3,011

936 1,117 1,126 813 848 1,300

123 250 167 32 112 200

8,135 8,898 8,820 8,342 7,836 9,309

96 87 92 178 37 75

35 35 13 13 13 38

230 411 243 181 316 515

664 2,416 2,537 1,344 1,617 3,000

8,292 8,660 7,377 6,050 5,567 6,027

8,342 18,350 17,816 17,557 17,832 20,994

989 1,080 1,067 1,070 1,023 1,325

43,338 44,071 46,244 47,747 47,043 53,536

1,731 1,857 1,762 1,658 1,787 3,008

3,506 4,099 6,646 795 768 2,256

2,084 2,111 1,890 1,734 1,811 3,677

0 0 0 0 0 50

(4) 59,548 58,881 57,645 56,540 52,791 50,194

25,476 25,190 25,163 25,116 24,448 24,121

15,233 15,233 15,233 15,233 16,577 16,578

18,839 18,458 17,249 16,191 11,766 9,495

0 0 0 0 0 0

(5) 24,739 254 122 129 738 55

(6) 1,255 1,393 1,235 1,141 328 1,540

0 0 0 0 0 0

596 761 725 635 0 826

335 337 290 297 264 400

0 0

14 289 218 209 64 314

310 6 2 0 0 0

2 ｂ’ 13,995 13,072 12,840 13,415 13,339 10,925

(1) 5,292 3,399 3,279 3,161 3,041 2,925

(2) 8,703 9,673 9,561 10,254 10,298 8,000

(Ｂ) 595,910 599,161 584,086 549,674 531,233 586,922

(Ｃ) △ 31,880 △ 12,209 △ 72,346 △ 93,378 △ 27,076 △ 71,679

(Ｄ) 51,200 0 0 0 0 0

(Ｅ) 0 0 0 0 0 0

(Ｆ) 51,200 0 0 0 0 0

19,320 △ 12,209 △ 72,346 △ 93,378 △ 27,076 △ 71,679

639 11,954 7,343 9,952 5,920 65

(Ｇ) 63,057 30,707 △ 34,296 △ 117,722 △ 138,878 △ 210,492

当 年 度 純 利 益 又 は 純 損 失 （ Ｃ )+( Ｆ )

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

そ の 他

経 常 費 用

経 常 損 益 ( Ａ )-( Ｂ )

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 ( Ｄ )-( Ｅ )

　　研究研修材料費

　　研修負担金

　　食料費

医 業 外 費 用

支 払 利 息

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

　　報　　　酬

　　旅費交通費

　　図　書　費

減 価 償 却 費

　　建物及び付属設備減価償却費

　　機械及び装置減価償却費

　　器械及び備品減価償却費

　　ﾘｰｽ資産減価償却費

　　委　託　料

　　諸   会   費

　　手　数　料

　　負　担　金

　　貸倒引当金繰入額

　　印刷製本費

　　修　繕　費

　　保　険　料

　　賃　借　料

　　通信運搬費

　　消 耗 品 費

　　消耗備品費

　　光 熱 水 費

　　燃　料　費

　　食　料　費

　　法定福利費

材 料 費

 　 医療用消耗備品費

経 費
　　旅費交通費

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

経 常 収 益

収

　

　

益

　

　

的

　

　

支

　

　

出

医 業 費 用

給 与 費

　　給　　　料

　　手　　　当

　　賃　　　金

　　報　　　酬

そ の 他

医 業 外 収 益

国 ･ 県 補 助 金

他 会 計 補 助 金

基 準 内 繰 入 金

基 準 外 繰 入 金

診 療 報 酬 収 入

一 部 負 担 金

そ の 他

そ の 他 医 業 収 益

室 料 差 額

公 衆 衛 生

収

　

　

　

益

　

　

　

的

　

　

　

収

　

　

　

支

収

　

　

益

　

　

的

　

　

収

　

　

入

医 業 収 益

入 院 収 益

診 療 報 酬 収 入

一 部 負 担 金

そ の 他

外 来 収 益

　　　　　　　　　　                                      　年　　度

    区　　分

29年度

実績

30年度

実績

元年度

実績

2年度

実績
3年度
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28年度

実績

　　　　　　　　　　                                      　年　　度

    区　　分

29年度

実績

30年度

実績

元年度

実績

2年度

実績
3年度

(ア) 305,968 299,636 235,295 157,439 133,162 97,781

254,020 251,832 201,196 124,197 91,197 56,885

1,239 1,183 1,119 1,060 924 1,065

ア’ 50,709 46,621 32,980 32,182 41,041 39,831

(イ) 60,730 57,401 58,312 62,858 59,641 58,064

イ’ 16,944 15,529 16,698 12,529 16,096 14,464

0 0 0 0 0 0

25,715 22,403 21,414 30,801 23,587 27,600

(ウ) 0 0 0 0 0 0

(エ) 0 0 0 0 0 0

△ 245,238 △ 242,235 △ 176,983 △ 94,581 △ 73,521 △ 55,813

（Ａ）

（Ｂ）

(オ)

ａ

ａ

ｂ

ｃ

ａ

(Ｈ)
0 0 0 0 0 0

△125.60% △45.77% △43.33% △23.85% △15.54% △4.63%

（Ｈ）

ａ

61.5% 63.5% 47.5% 40.8% 40.8% 49.8%

62.2% 64.6% 49.7% 42.1% 42.1% 53.4%

58.5% 58.5% 38.2% 35.9% 34.8% 33.7%

19.2% 16.6% 25.0% 31.0% 46.0% 52.3%

17 17 13 11 11 13

46 48 42 34 36 35

577,715 631,971 508,012 429,264 428,205 424,463

44,440 46,813 39,078 30,662 31,719 33,957

621,118 666,524 657,135 623,410 655,450 677,094

254,020 251,832 201,196 124,197 91,197 56,885

※　分娩件数、出産の形態、医師、看護スタッフの体制、地域内の他施設の状況等により収益的収支は流動的な部分が多い。 

※　会計基準の改正が未検証であるため、２６年度の決算時における使用可能な利益剰余金、内部留保資金が未確定である。

看 護 １ 人 、 １ 日 当 医 業 収 益

純 資 産 保 有 額

期 末 資 金 保 有 額

※　収益的収支における一般会計繰入金、資本的収支の不足額に対する繰入金、未処理欠損金の処理については一般会計との調整を要する。

一 般 病 床 利 用 率

未 熟 児 等 病 床 利 用 率

他会計繰入金対医業収益比率

1 日 当 入 院 患 者 数

1 日 当 外 来 患 者 数

医 師 １ 人 、 １ 日 当 医 業 収 益

― ― ― ― ―

病 床 利 用 率

資 金 不 足 比 率 × 100

医 業 収 益 比 率
地方財政法施行令第15条第１項により算定した資

金 の 不 足 額

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率
（(ｲ-ｲ’)-(ｱ）-ｱ’）/（H)

125.03％90.94％ 86.35％ 105.09％ 117.13％ 111.88％

　　（A)/(D)

職 員 給 与 費 対
× 100

64.92％ 58.6％ 60.36％ 53.8％
医 業 収 支 比 率

× 100 72.47％ 78.71％

△58.15％ △52.51％ △47.72％ △30.10％ △23.52％ △18.01％不 良 債 務 比 率 × 100

94.9％ 87.79％94.65％ 97.96％ 87.61％ 83.01％

(オ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

経 常 収 支 比 率 × 100

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意債未借入・未発行の額

差引
不 良 債 務

不

　

良

　

債

　

務

流 動 資 産

現 金 預 金

貯 蔵 品

未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
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2.資本的収支計画

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

実績 実績 実績 実績 実績

1 10,500 4,200 8,100 13,800 3,500 5,000

2 0 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0 0

5 317,576 7,763 7,764 8,349 6,264 8,047

6 0 0 0 0 484 0

7 0 0 0 0 0 0

(ａ) 328,076 11,963 15,864 22,149 10,248 13,047

（ｂ) 0 0 0 0 0 0

(ｃ) 0 0 0 0 0 0

(Ａ) 328,076 11,963 15,864 22,149 10,248 13,047

1 11,139 8,292 8,291 16,808 4,004 5,065

（1） 0 0 0 0 0 0

（2） 0 0 0 9,893 0 0

（3） 11,139 8,292 8,291 6,915 4,004 5,065

（4） 0 0 0 0 0 0

2 335,153 15,529 15,530 16,698 12,529 16,096

3 0 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0 0

(Ｂ) 346,292 23,821 23,821 33,506 16,533 21,161

(Ｃ) 18,216 11,858 7,957 11,357 6,285 8,114

1 17,577 0 0 0 0 0

2 639 11,858 7,957 11,357 6,285 8,114

0 0 0 0 0 0

639 4,092 191 1,603 0 0

0 7,766 7,766 8,349 5,921 7,654

1,405 364 460

3 0 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0 7654

(Ｄ) 18,216 11,858 7,957 11,357 6,285 8,114

補塡財源不足額　　(Ｃ)-(Ｄ) (Ｅ) 0 0 0 0 0 0

(Ｆ) 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0

(H) 233,866 221,122 213,692 210,794 201,766 190,669

○他会計繰入金

80,963 76,715 92,760 97,347 143,736 161,953

5,635 5,681 5,268 4,590 4,212 0

75,328 71,034 87,492 92,757 139,524 161,953

317,577 8,471 7,764 8,349 6,264 8,047

167,576 8,471 7,764 8,349 6,264 8,047

150,000 0 0 0 0 0

398,540 85,186 100,524 105,696 150,000 170,000

繰 越 工 事 資 金

他 会 計 借 入 金 残 高

実 質 財 源 不 足 額 ( Ｅ )-( Ｆ )

企 業 債 残 高

　　　　　　　　                                            　年

度

他 会 計 出 資 金

資

本

的

収

支

企 業 債

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金のこと。

そ の 他

企 業 債 償 還 金

資 本 的 収 入 額 が 資 本 的

支 出 額 に 不 足 す る 額 （ Ｂ )-( Ａ )

建 設 改 良 費

支　　出　　計

資

本

的

支

出

他 会 計 長 期 借 入 金 返 済 金

施 設 設 備 費

建 設 改 良 事 務 費

そ の 他

医 療 設 備 費

建 設 費

収　　入　　計

損 益 勘 定 留 保 資 金

前年度許可債で当年度借入分

資

本

的

収

入

(ａ)のうち翌年度へ繰り越される支出

の 財 源 充 当 額

純計(ａ)ー{(ｂ)-（ｃ）}

他 会 計 借 入 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

3年度

国 ･ 県 補 助 金

消 費 税 収 支 調 整 額

そ の 他

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。

2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

29年度 30年度

補

塡

財

源

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

利 益 積 立 金

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

又 は 未 発 行 の 額

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

計

利 益 剰 余 金 処 分 額

収 益 的 収 支 分

元年度 2年度 3年度28年度

合　　　計

　　　　　　　　　　                                         　年

度

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金
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